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会計監査人の状況

支　　払　　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35百万円

会計監査人の状況
１．名称
　　太陽有限責任監査法人

２．報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を
明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人による当事業年度の監査計画の内容、監査時間および報酬見積りの妥当性を検討した結
果、会計監査人の報酬の額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計監査人が職務を適切に遂
行することが困難と認められる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であ
ると判断される場合には、監査役会が、当該会計監査人を不再任とし新たな会計監査人を選任する株主総会
の議案の内容を決定いたします。

４．会計監査人が受けた過去２年間の業務停止処分
　当社の会計監査人は、2023年12月26日付で、金融庁から契約の新規の締結に関する業務の停止3か月
(2024年1月1日から同年3月31日まで)の処分を受けました。
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　会社の体制および方針

【業務の適正を確保するための体制】
　当社グループは、法令順守（コンプライアンス）を経営の最重要課題と位置づけ、業務を適正かつ効率的
に行うことを確保するために、以下の「内部統制システムに関する基本方針」を定めております。

１. 取締役、執行役員および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　「法令等順守基本規程」および「北興化学工業グループ行動規範」を定め、各業務担当取締役等をコン

プライアンス推進責任者とし、取締役、執行役員および従業員が法令や社会的良識等に基づいて行動する
ことを徹底する。

⑵　「法令等順守基本規程」に基づきコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する基本方
針、行動基準、推進体制などの立案を行うとともに、コンプライアンスの教育・研修を実施する。

⑶　コンプライアンスに関する連絡先として設置された社内外の内部通報窓口（ホットライン）の周知を図
り有効性を確保する。

⑷　財務報告の信頼性と適正性を確保するために、「財務報告に係る内部統制基本規程」を定め、財務報告
に係る内部統制を適切に運用する。

⑸　反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当・不法な要求を排除する体制を確保する。
⑹　内部監査チームは、コンプライアンスに関する管理の状況について監査するとともに、適切に指導・助

言する。
⑺　監査役は、会計監査人および内部監査チームと連携し、取締役の職務の執行が法令、定款等に適合し、

適切に行われているかを監査する。
⑻　取締役会に付議する事項は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するために、

常勤取締役等で構成する経営会議で事前協議を行うほか、経営会議での主要な決議事項を取締役会に報告
する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　　取締役の職務の執行に係る文書および重要な情報については、法令並びに「文書管理規程」、「稟議決

裁規程」、「業務決裁規程」、「機密情報管理規程」等の社内規程に基づき、書面または電磁的媒体に記
録のうえ、取締役や監査役が閲覧可能な方法で適切に管理・保存する。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　全社的なリスクを総合的に管理するために、「リスク管理規程」を定め、経営リスク全般については、

企画管理グループ担当役員が総合的に管理し、各業務分野でのリスクについては、各業務担当取締役等が
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リスクの把握、管理、対応にあたる。
⑵　業務担当取締役等は、重要な損失が発生し、または予測される場合は、「経営危機対応規程」に基づ

き、直ちに社長に報告する。重大な法令違反または損失が発生、もしくは予測される場合は、社長を本部
長とする対策本部を設置し、迅速に損失拡大防止等の対応にあたる。

⑶　サステナビリティ委員会にレスポンシブル・ケア部会を設置し、レスポンシブル・ケアに関する方針や
目標、計画等の協議を行う。また、企画部はレスポンシブル・ケアに関する監査を行い、監査結果を定期
的にレスポンシブル・ケア部会に報告する。

⑷　内部監査チームは、各分野におけるリスクの管理状況について監査を行い、監査報告書を作成し社長に
報告する。また、定期的に内部監査の状況を取締役会、監査役に報告する。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　業務の執行は、社長統括のもと、業務担当取締役が「業務組織規程」、「業務分掌規程」および「職務

権限規程」等の社内規程に基づき行う。
⑵　取締役会を原則月１回開催し、業務担当取締役より、業務執行に関する重要事項並びに課題について報

告を受け、必要な事項について審議決定を行う。
⑶　経営会議を原則月１回以上開催し、取締役会への付議事項を審議するほか、適宜、業務担当取締役等か

ら報告を受けるとともに、必要な業務執行に関する協議を随時行う。
⑷　執行役員会議を原則月１回開催し、現況の説明のほか、取締役会、経営会議での決定事項等を説明・伝

達し、業務の効率的な執行を確保する。
⑸　サステナビリティ委員会で、ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み、気候変動対策などサステナビリティに

関する当社グループの取り組みを、総合的かつ効果的に推進するために協議を行い、その結果を経営会議
に報告する。

⑹　サステナビリティ委員会に全社省エネルギー部会を設置し、省エネルギーに関する取組方針、中長期的
な目標、設備投資計画、全社のエネルギー使用状況の把握と改善策、カーボンニュートラルへの取り組み
の協議を行い、その結果を経営会議に報告する。

⑺　知的財産等審査委員会で、事業競争力を強化するために知的財産創出の奨励および創出した知的財産の
権利化・維持方針の協議を行い、委員会の審査結果等は定期的に経営会議に報告する。

５. 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑴　当社グループは、共通の企業理念のもと、法令等を順守し、「法令等順守基本規程」、「北興化学工業

グループ行動規範」および社会的規範に基づき業務運営を行う。
⑵　「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務担当役員等は当該子会社の業務管理を行い、企画管理グ

ループ担当役員が子会社の総括管理を行う。
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⑶　企画管理グループ担当役員は、子会社代表取締役に運営状況や月次損益等を取りまとめた管理月報の提
出を求め、必要な都度、子会社に直接、確認する。

⑷　当社取締役・執行役員等が子会社の代表取締役、非常勤または常勤取締役に就任することなどにより、
子会社の情報収集を充実させ、リスクを把握し、管理する。

⑸　子会社の業務担当役員等は、子会社の業務の状況を、定期的に当社の取締役会に報告する。
⑹　子会社の業務担当役員等は、法令並びに「関係会社管理規程」に定める子会社の重要事項について、子

会社取締役と必要な協議を行い、一定の事項については子会社取締役会決議前に当社経営会議に付議し、
承認を得る。

⑺　内部監査チームは、子会社の適正な業務運営について監査するとともに、適切に指導・助言をする。

６. 取締役、執行役員および従業員が監査役に報告をするための体制、並びに監査役の監査が実効的に行われ
ることを確保するための体制

⑴　監査役が取締役会のほか、経営会議、執行役員会議、サステナビリティ委員会、コンプライアンス委員
会その他必要と認めるすべての会議、委員会等に出席し意見を述べることができる体制とする。

⑵　監査役は、経営会議等の議事録、稟議書、契約書等重要書類を、いつでも閲覧できるものとし、取締
役、執行役員および従業員は、監査役の求めに応じて、業務の執行にかかわる事項の説明を行う。

⑶　内部監査チームは監査役と緊密な連携を保ち、監査役から特定の事項について調査を求められたときは
その調査を行い、その結果を監査役に報告する。

⑷　取締役は、事業運営に影響を与える重要な事項、社内外の内部通報窓口（ホットライン等）への通報状
況について監査役に速やかに報告するものとし、監査役は必要に応じて取締役、執行役員および従業員か
らの報告等を求めることができる。

⑸　当社または子会社の役職員が、当社グループの業務執行に関し重大な法令もしくは社内ルールの違反ま
たは会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときに、当該役職員が、または当該役職員か
ら報告を受けた者が当社の監査役に報告を行う体制を整備する。

⑹　当社および子会社の役職員が、監査役に⑷または⑸の報告を行った場合、当該報告を行ったことを理由
として不利な取扱いを受けない体制を確保する。

⑺　監査役の求めによりその職務を補助すべき従業員を置くこととし、取締役からの独立性を確保するた
め、当該従業員の期間中の人事異動や人事考課に関して、監査役の事前の同意を得るものとする。

⑻　監査役の監査が実効的に行われることを確保するために必要な費用等について、その支払いが適切に行
われる体制を確保する。
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【業務の適正を確保するための体制の運用状況】
　当社グループが整備している内部統制システムにおける当事業年度の運用状況の概要は、以下のとおりで
あります。

１. 取締役、執行役員および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
⑴　「コンプライアンス基本方針」を策定し、それを具体化した「北興化学工業グループ行動規範」を当社

グループの役職員共通の行動・判断基準とし、事業活動を行っております。
　当社グループは、「北興化学工業グループ行動規範」の浸透・定着を図り、その実践に努めることで、
社会的使命を果たしております。
　当事業年度は、人権尊重に向けた取り組みを進めるため、「ビジネスと人権に関する指導原則（国
連）」に則り、北興化学工業グループ人権基本方針を制定いたしました。

⑵　経営層およびそれに準ずる階層に対し、コンプライアンスに関する研修として、年２回、外部専門家に
よる集合研修を実施しております。
　当事業年度は、「名誉棄損、侮辱、プライバシー侵害の概説」、「セクハラ・ストーカー対応、賭博対
応」をテーマとした研修を実施し、コンプライアンスの強化に取り組んでおります。
　また、毎年９月をコンプライアンス月間とし、当社グループの役職員が、コンプライアンス自主研修を
実施し、コンプライアンスの啓発に取り組んでおります。前事業年度に続き、職場のパワハラの予防に向
けた取り組みおよびコンプライアンス意識に関するアンケート調査を実施し、コンプライアンス違反を未
然に防ぐ職場環境の整備に努めております。

⑶　コンプライアンスへの理解を深めるため、身近な事例をもとにした「コンプライアンス便り」、「コン
プライアンス通信」等を社内ポータルに掲載し、主体的かつ継続的にコンプライアンス活動を実施してお
ります。

⑷　社内外に内部通報窓口（ホットライン等）を設け、匿名でも報告・相談ができる体制を整えておりま
す。また、内部通報者のプライバシー保護、不利益な取扱いの禁止を社内規程で厳格に規定し、実効性の
向上を図っております。

⑸　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制については、企画部が統括管理し、内部監査チームが
　整備・運用状況の評価を行っております。
⑹　反社会的勢力とは、一切の関係を遮断しており、適正な企業活動を確保するための体制を整備しており
　ます。

　また、新たに取引を開始する場合は信用調査を行い、国内の取引先との契約書締結に際しては、反社会
的勢力排除条項の導入をはじめとした取り組みを継続して実施しております。
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２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役会等の議事録、稟議書、計算書類その他業務執行に関する文書は、「文書管理規程」等に基づ
き、適切に保存・管理しております。また、取締役および監査役はいつでもそれらの情報を閲覧できるよ
うにしております。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　当社グループの主要な損失の危険について、「リスク管理規程」に基づき、毎年、定期的に各部署がリ

スクを洗い出し、経営会議において承認された「リスク対応計画」および経営会議の指示に基づく「リス
ク管理策」を実行しております。また、「リスク対応計画」の進捗状況および実施結果を経営会議に報告
し、損失を未然に防止するよう努めております。

⑵　内部監査チームは、各分野におけるリスクの管理状況について監査しております。
⑶　レスポンシブル・ケア（化学物質を扱うそれぞれの企業が、化学物質の開発から製造、物流、使用、最

終消費を経て廃棄・リサイクルに至る全ての過程において、自主的に「環境・安全・健康」を確保し、活
動の成果を公表して、社会との対話・コミュニケーションを行う活動）については、社長を委員長とする
サステナビリティ委員会のもとに企画管理グループ担当役員を部会長、各事業グループの担当役員等を委
員とするレスポンシブル・ケア部会を設置し、レスポンシブル・ケアに関する方針、目標、計画等の協議
を行っております。
　当事業年度において、企画部が工場、研究所および国内の子会社、合計５拠点に対し、レスポンシブ
ル・ケアに関する監査を実施し、当社グループとして継続的な改善に努めております。
　また、監査結果を定期的にレスポンシブル・ケア部会およびサステナビリティ委員会に報告しておりま
す。

⑷　自然災害および人為災害の緊急事態に遭遇した場合に、重要な事業を遂行・継続できるよう事業継続計
画を整備しております。

⑸　全ての役職員を対象とした情報セキュリティ教育を実施し、当社グループ内における情報セキュリティ
レベルの維持・向上を図っております。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⑴　経営の基本方針を示し、企業理念の実現に向け、立案した事業計画を着実に実行することにより、持続

的かつ安定的な成長の実現を目指しております。
⑵　当社グループは、2029年度をゴールとする長期経営計画「HOKKO Value Up Plan 2029」

（2021/11期～2029/11期）を策定しております。さらに、中期経営計画を３年３期とし、成長戦略等
をより具体化した第２次３ヵ年経営計画（2024/11期～2026/11期）を策定いたしました。成長投資を
基盤に、継続的に取り組む３つの改革（収益構造改革、造り方改革、働き方改革）を柱として、「収益基
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盤・生産基盤の強化」に取り組んでおります。
⑶　「取締役会規則」に基づき、取締役会における決議事項等の意思決定のルールを明確化しております。
⑷　当事業年度において、社外取締役５名を含む取締役８名で構成された取締役会を、監査役参加のもと、

13回開催しております。各取締役の出席状況は、100%となっております。
　また、取締役会開催に先立ち、取締役会付議事項を多面的に検討するとともに、経営に関する重要事項
および重要な業務執行案件の審議等を行うために経営会議を25回開催しております。

⑸　取締役会開催後は、取締役会における決議事項等を執行役員に報告し共有を図ることを目的とした執行
役員会議を11回開催し、職務執行の意思決定が迅速かつ機動的になされるよう努めております。

⑹　2025年11月に取締役会の諮問機関である指名・報酬委員会を設置し、取締役の指名、報酬などに係る
取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任強化、コーポレートガバナンスの更なる充実を図ることとし
ております。当事業年度において、１回開催しております。

⑺　当事業年度において、社外役員会を６回開催し、情報交換・認識共有を図り、当社の事業およびコーポ
レートガバナンスに関する事項等について議論を行っております。

⑻　2024年12月から2025年１月にかけて、前事業年度の取締役会の実効性評価を実施し、取締役会の構
成、運営、取締役会による監督、株主との関係等の項目について分析・評価を行いました。

　　以下の理由により、取締役会の実効性は概ね確保されていると判断しております。
　　　①　意思決定における審議の十分性・迅速性、監督機能の発揮および多様性といった観点で、適切な規

模・構成であること
　　　②　取締役会の運営においても、付議事項の水準・内容並びに審議時間は適切であること
　　　③　株主利益の保護のための体制や情報提供等でも適切であること

⑼　当事業年度において、サステナビリティ委員会を２回開催し、ＳＤＧｓの達成に向けた取り組み、気候
変動対応やカーボンニュートラルへの対応などサステナビリティに関する当社グループの取り組みについ
て協議を行い、その内容を経営会議に報告しております。

⑽　当事業年度において、全社省エネルギー部会を３回開催し、中長期的な目標、設備投資計画、全社のエ
ネルギー使用状況の把握と改善策の検討を行い、その内容を経営会議に報告しております。

⑾　当事業年度において、知的財産等審査委員会を４回開催し、特許等の実績補償金の支払いに関する審査
のほか、創出した知的財産の外国出願やノウハウの保護、知的財産権の維持・放棄の方針について審査を
行い、都度、経営会議に報告しております。

５. 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
⑴　「企業理念」、「経営の基本方針」の実践を通じて、持続的に成長し、中長期的な企業価値を向上させ

るための最良のコーポレートガバナンスを実現することを目的として、「コーポレートガバナンス・ガイ
ドライン」を制定しております。
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⑵　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務運営の適正を維持するため、子会社に対する統
括および経営管理を行っております。

⑶　企画管理グループ担当役員は、子会社代表取締役に対して、運営状況や月次損益等を取りまとめた管理
月報の提出を求めるとともに、必要に応じて、子会社に直接、確認しております。

⑷　子会社の業務担当役員等は、子会社の業務の状況を定期的に取締役会に報告しております。
⑸　業務執行部門から独立した内部監査チームが、社長の承認を得た内部監査計画に基づき、業務の有効

性、妥当性、効率性等について検証・評価を行い、監査結果を社長に報告するとともに定期的に取締役
（会）、監査役（会）、経営会議に報告しております。
　当事業年度において、内部監査チームは、本社５部署、研究所、支店、工場および国内外子会社の13
拠点、計18拠点に対し、内部監査を実施しております。

６. 取締役、執行役員および従業員が監査役に報告をするための体制、並びに監査役の監査が実効的に行われ
ることを確保するための体制

⑴　株主の負託を受けた独立の機関として、取締役・執行役員の職務の執行を監査することにより、健全で
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現し、社会的信頼に応える最良のコーポレートガバナンス
体制を確立することを監査役および監査役会の役割・責務としております。

⑵　監査役会は、独立した客観的な立場で能動的・積極的に権限を行使することに加え、社外監査役の有す
る経験・知見・高い専門性と社内監査役の有する情報を活用することにより、実効性の高い監査の実施に
努めております。

⑶　当事業年度において、常勤監査役１名および社外監査役３名（内、常勤１名）で構成された監査役会を
13回開催しております。各監査役の出席率は、100％となっております。

⑷　監査役は取締役会へ出席し、意見を述べ、当社グループの各拠点（支店、研究所、工場、子会社等）へ
の監査を行っております。また、常勤監査役・監査役は経営会議、執行役員会議、サステナビリティ委員
会、コンプライアンス委員会、その他必要と認める全ての会議、委員会へ出席し意見を述べるとともに、
議事録や決議書類の閲覧等を行い、会社の状況把握に努めております。

⑸　会計監査人および内部監査チームと連携し、直接かつ双方向の意見交換・情報交換を行い、監査の効率
性を高め、実効性の向上を図っております。

⑹　当社は、監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、毎事業年度、監査役と協議の上で必
要な費用等を予算に計上し、その費用等を負担しております。
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連結株主資本等変動計算書

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2024年12月１日残高 3,214 2,608 33,325 △1,913 37,235 7,694 684 585 8,963 46,198

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △952 △952 - △952
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 4,452 4,452 - 4,452

自 己 株 式 の 取 得 △1,246 △1,246 - △1,246

自 己 株 式 の 消 却 △1,764 1,764 - - -
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) - 4,032 192 224 4,448 4,448

連結会計年度中の変動額合計 - - 1,736 517 2,254 4,032 192 224 4,448 6,702

2025年11月30日残高 3,214 2,608 35,062 △1,396 39,489 11,727 876 808 13,411 52,900

連結株主資本等変動計算書
（2024年12月１日から2025年11月30日まで）

（単位：百万円）
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株主資本等変動計算書

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

そ の 他
有 価
証 券
評 価
差 額 金

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

2024年12月１日残高 3,214 2,608 2,608 803 96 5,680 23,609 30,188 △1,913 34,098 7,592 7,592 41,690

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 - △6 6 - - - -

剰 余 金 の 配 当 - △952 △952 △952 - △952

当 期 純 利 益 - 4,440 4,440 4,440 - 4,440

自 己 株 式 の 取 得 - - △1,246 △1,246 - △1,246

自 己 株 式 の 消 却 - △1,764 △1,764 1,764 - - -
株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) - - - 4,001 4,001 4,001

事業年度中の変動額合計 - - - - △6 - 1,731 1,725 517 2,242 4,001 4,001 6,242

2025年11月30日残高 3,214 2,608 2,608 803 90 5,680 25,340 31,913 △1,396 36,340 11,593 11,593 47,932

     

株主資本等変動計算書
（2024年12月１日から2025年11月30日まで）

（単位：百万円）

（注）連結計算書類および計算書類に記載の金額については、表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　５社
　北興産業㈱、美瑛白土工業㈱、ホクコーパツクス㈱、張家港北興化工有限公司、村田長㈱

⑵　非連結子会社の名称
　HOKKO CHEMICAL AMERICA CORPORATION
　連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、純資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)　
等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いています。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の非連結子会社はありません。
⑵　持分法を適用しない非連結子会社の名称等

　HOKKO CHEMICAL AMERICA CORPORATION
　持分法を適用しない理由

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等からみ　
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分　
法の適用範囲から除外しています。

３．連結子会社の決算日等に関する事項
　連結子会社のうち張家港北興化工有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決
算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定。）によっております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法によっております。

②　デリバティブ
　時価法によっております。

③　棚卸資産
　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却方法
①　有形固定資産

　当社および国内連結子会社は定率法、但し、建物（建物附属設備を除く）は1998年４月１日以後取得分より、建物
附属設備及び構築物は2016年４月１日以後取得分より定額法を採用しております。また、在外連結子会社は定額法に
よっております。

②　無形固定資産
　定額法によっております。但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、当社および国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑷　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップ取引については、すべて特例処理の要件を満たしているた
め、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・外貨建金銭債権および金利スワップ取引
ヘッジ対象・・・外貨建予定取引および長期借入金

③　ヘッジ方針
　同一通貨の外貨建金銭債権を外貨建金銭債務の支払に充当し、この充当部分をヘッジ手段としております。また、変
動金利の借入債務を固定金利に変換することによって金利上昇リスクを回避し、調達コストとキャッシュ・フローを固
定化するため、金利スワップ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　外貨建金銭債権をヘッジ手段、外貨建予定取引をヘッジ対象とする個別ヘッジについては、金額・期間等の重要な条
件が同一であることをもって、ヘッジの有効性を評価しております。また、金利スワップ取引については、金利スワッ
プの特例処理の要件を満たしているため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。
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⑸　重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは主に農薬事業製品、ファインケミカル事業製品及び繊維資材事業製品の製造および販売を行っており、
顧客との契約に基づいて製商品を引渡す履行義務を負っております。製商品の販売に係る収益は、顧客が当該製商品に対
する支配を獲得する製商品の引渡時点において履行義務が充足されると判断しており、引渡時点で収益を認識しておりま
すが、国内の販売においては、出荷時から当該製商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることか
ら、出荷時に収益を認識しております。また、輸出取引については、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づ
きリスク負担が顧客に移転したと見込まれる時点で収益を認識しております。
　各事業の収益は、顧客に支払われる販売促進費等の対価を控除した金額で算定しております。また、買戻し契約に該当
する有償支給取引について、加工代相当額のみを純額で収益として認識しております。

　　なお、農薬事業の収益において顧客との契約により一定の返品が見込まれる製商品の販売について、返品されると見込
まれる製商品の額を見積り、当該見積り額を収益より控除した金額で算定し、重大な戻入れが生じない可能性が高い範囲
でのみ収益を認識しております。

⑹　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し
ております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

⑺　のれんの償却方法および償却期間
　のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。

⑻　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

（会計方針の変更）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当連結会計年度の期
首から適用しております。これによる連結計算書類への影響はありません。

－ 13 －
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（会計上の見積りに関する注記）
１．返金負債

(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した額
　     返金負債　　　　　　149百万円
　     返金負債（長期）　　480百万円

(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループの農薬事業における農薬製商品には主に３年から５年の有効期限が定められており、顧客との契約に
よって、有効期限が経過した農薬製商品については当初販売価額から一定の料率を差し引いた価額により返品を受け
入れております。
　当社グループは、将来の返品発生予想に基づく返品発生見込額を収益より控除するとともに、返金負債として計上
しております。当連結会計年度における返金負債残高は628百万円であり、連結総資産に対する割合は0.81%であり
ます。
　当社グループの返金負債の計上に際しては、農薬製商品グループ毎に予想返品率を算定し、有効期限未到来の製商
品出荷実績に乗じることによって将来の返品発生額を見積っております。各農薬製商品グループの予想返品率は、農
薬製商品の製造年度毎の返品実績と製商品出荷実績に基づき算定しております。
　なお、予想返品率の見積りは過去と同水準で発生するとの仮定に基づいていますが、農業政策、市場動向や天候・
病害虫の発生といった事業環境の変化によって影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重
要な影響を与える場合があります。

－ 14 －
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１．有形固定資産の減価償却累計額 35,619百万円

受取手形 306百万円
売掛金 12,636百万円
契約資産 ー 百万円

２．棚卸資産の評価
(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した額
　　　商品及び製品　　　　　11,975百万円
　　　仕掛品　　　　　　　　　  313百万円
　　　原材料及び貯蔵品　　　  5,955百万円
(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

棚卸資産は総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価しております。棚卸資産の正
味売却価額が帳簿価額を下回った場合は、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該減少額を棚卸資産評価損として売
上原価に計上しております。また、回転期間が長期化した棚卸資産については、個別に売却可能性を検討した上で、直
近の使用実績に照らして帳簿価額を切り下げ、当該切り下げ額を棚卸資産評価損として売上原価に計上しております。

当連結会計年度における棚卸資産評価損の金額は472百万円であり、連結総資産に対する割合は0.61%であります。
なお、当該見積りには、将来の不確実な市場環境の変動等によって影響を受ける可能性があり、翌連結会計年度以降

の連結計算書類に重要な影響を与える場合があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

２．受取手形、売掛金及び契約資産
　　受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は以下のとおりであります。

（連結損益計算書に関する注記）
　　過年度法人税等
　　　当社において、2022年11月期から2024年11月期までの課税年度の法人税等について東京国税局による税務調査を受
　　けた結果、過年度法人税等188百万円を計上しております。

－ 15 －
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当 連 結 会 計 年 度
期 首 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘　要

発行済株式

普通株式 29,985,531株 ―株 2,500,000株 27,485,531株 　（注）1

合　　計 29,985,531株 ―株 2,500,000株 27,485,531株

自己株式

普通株式 3,371,380株 833,903株 2,500,000株 1,705,283株 （注）1、2

合　　計 3,371,380株 833,903株 2,500,000株 1,705,283株

決　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基　準　日 効力発生日
2025年２月26日
定時株主総会 普通株式 426百万円 16円 2024年11月30日 2025年２月27日

2025年７月11日
取締役会 普通株式 526百万円 20円 2025年５月31日 2025年８月８日

決　　議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2026年２月26日
定時株主総会 普通株式 670百万円 利益剰余金 26円 2025年11月30日 2026年２月27日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（注) 1.普通株式の自己株式の株式数の減少2,500,000株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少であります。     
2.普通株式の自己株式の株式数の増加833,903株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加804,500株、所

　　　　在不明株主の株式買い取りに伴う自己株式の取得による増加29,235株、および単元未満株式の買い取りによる増加
　　　　168株であります。

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2026年２月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

－ 16 －
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連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

⑴　投資有価証券

その他有価証券 18,292 18,292 ー

⑵　長期借入金 （1,000） （997） △3

⑶　デリバティブ取引 ー ー ー

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループの資金調達方法は主に金融機関からの借入（連結子会社は親会社からの借入）とする方針です。また、一時
的な余資が発生した場合には、短期的な預金等に限定し、運用する方針です。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社グループの与信管理に関する定めに従い、リスク低減を図っており
ます。また、海外顧客との取引から生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクにさらされておりますが、同一通
貨の外貨建ての営業債務の支払いに充当し、この充当部分をヘッジ手段としております。
　投資有価証券はすべて株式であり、主に業務上の関係を有する企業の株式で、定期的に時価を把握しております。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。一部
の長期借入金の変動金利リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であり、取引権
限等を定めた社内規程に従い、行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2025年11月30日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）１ （＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）２ 「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「有価証券」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入

金」、「未払金」、「未払費用」については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
記載を省略しております。

（注）３ 市場価格のない株式等は、「⑴　投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は
42百万円であります。

－ 17 －
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区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 18,292 ー ー 18,292

資産計 18,292 ー ー 18,292

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ー 997 ー 997

負債計 ー 997 ー 997

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお
ります。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを用いて算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル
のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

⑵時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　　投資有価証券
　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１

の時価に分類しております。
　　長期借入金
　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワッ
プと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り
引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

－ 18 －
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（単位：百万円）
報告セグメント

その他
（注）

合計
農薬事業

ファイン
ケミカル

事業

繊維
資材
事業

計

地域別売上高

日本 25,086 12,774 1,918 39,778 5 39,783
米国 125 868 － 993 － 993
中南米 1,662 － － 1,662 － 1,662
アジア 2,330 2,901 18 5,249 － 5,249
欧州 102 1,081 － 1,183 － 1,183
その他 94 160 － 254 － 254
顧客との契約から生じる収益 29,398 17,785 1,936 49,119 5 49,124
その他の収益 － － － － 1 1
外部顧客への売上高 29,398 17,785 1,936 49,119 6 49,125

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、石油製品等の販売等を含んでおります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
　　収益を理解するための基礎となる情報は「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４．

会計方針に関する事項　⑸重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　⑴契約残高等
　　受取手形、売掛金及び契約資産の期首残高及び期末残高はすべて顧客との契約から生じた債権であります。なお、契約

資産及び契約負債の期首残高及び期末残高はありません。

　⑵残存履行義務に配分した取引価格
　　当社グループにおいては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価

の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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（１株当たり情報に関する注記）
　　 １．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　2,051円94銭
　　 ２．１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　169円90銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

－ 20 －
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準および評価方法

⑴　子会社株式
　移動平均法による原価法によっております。

⑵　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定。）によっております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法によっております。

２．デリバティブの評価基準
　時価法によっております。

３．棚卸資産の評価基準および評価方法
　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産

　定率法を採用しております。但し、建物（建物附属設備を除く）は1998年４月１日以後取得分より、建物附属設備及
び構築物は2016年４月１日以後取得分より定額法を採用しております。

⑵　無形固定資産
　定額法を採用しております。自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しておりま
す。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理して
おります。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

－ 21 －
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６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップ取引については、すべて特例処理の要件を満たしているため、
特例処理によっております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・外貨建金銭債権および金利スワップ取引
ヘッジ対象・・・外貨建予定取引および長期借入金

⑶　ヘッジ方針
　同一通貨の外貨建金銭債権を外貨建金銭債務の支払に充当し、この充当部分をヘッジ手段としております。また、変動
金利の借入債務を固定金利に変換することによって金利上昇リスクを回避し、調達コストとキャッシュ・フローを固定化
するため、金利スワップ取引を行っております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　外貨建金銭債権をヘッジ手段、外貨建予定取引をヘッジ対象とする個別ヘッジについては、金額・期間等の重要な条件
が同一であることをもって、ヘッジの有効性を評価しております。また、金利スワップ取引については、金利スワップの
特例処理の要件を満たしているため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

７．重要な収益及び費用の計上基準
　当社は主に農薬事業製品およびファインケミカル事業製品の製造および販売を行っており、顧客との契約に基づいて製
商品を引渡す履行義務を負っております。製商品の販売に係る収益は、顧客が当該製商品に対する支配を獲得する製商品
の引渡時点において履行義務が充足されると判断しており、引渡時点で収益を認識しておりますが、国内の販売において
は、出荷時から当該製商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出荷時に収益を認識し
ております。また、輸出取引については、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転
したと見込まれる時点で収益を認識しております。
　各事業の収益は、顧客に支払われる販売促進費等の対価を控除した金額で算定しております。また、買戻し契約に該当
する有償支給取引について、加工代相当額のみを純額で収益として認識しております。
　なお、農薬事業の収益において顧客との契約により一定の返品が見込まれる製商品の販売について、返品されると見込
まれる製商品の額を見積り、当該見積り額を収益より控除した金額で算定し、重大な戻入れが生じない可能性が高い範囲
でのみ収益を認識しております。

８．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理方法と異なっております。

９．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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　（会計方針の変更）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当事業年度の期
首から適用しております。これによる計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）
１．返金負債

(1)　当事業年度の計算書類に計上した額
　     返金負債　　　　　　149百万円
　     返金負債（長期）　　480百万円

(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社の農薬事業における農薬製商品には主に３年から5年の有効期限が定められており、顧客との契約によって、有
効期限が経過した農薬製商品については当初販売価額から一定の料率を差し引いた価額により返品を受け入れており
ます。当社は、将来の返品発生予想に基づく返品発生見込額を収益より控除するとともに、返金負債として計上して
おります。
　当事業年度における返金負債残高は628百万円であり、総資産に対する割合は0.86%であります。
　当社の返金負債の計上に際しては、農薬製商品グループ毎に予想返品率を算定し、有効期限未到来の製商品出荷実
績に乗じることによって将来の返品発生額を見積っております。各農薬製商品グループの予想返品率は、農薬製商品
の製造年度毎の返品実績と製商品出荷実績に基づき算定しております。
　なお、予想返品率の見積りは過去と同水準で発生するとの仮定に基づいていますが、農業政策、市場動向や天候・
病害虫の発生といった事業環境の変化によって影響を受ける可能性があり、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響
を与える場合があります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 31,356百万円
２．関係会社との取引

関係会社に対する短期金銭債権 105百万円
関係会社に対する長期金銭債権 222百万円
関係会社に対する短期金銭債務 1,291百万円

１．関係会社との取引
関係会社に対する売上高 234百万円
関係会社からの仕入高 2,367百万円
関係会社に対する販売費及び一般管理費 80百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 340百万円

２．棚卸資産の評価
(1)　当事業年度の計算書類に計上した額
　　　商品及び製品　　　　　11,284百万円
　　　仕掛品　　　　　　　　　  305百万円
　　　原材料及び貯蔵品　　　  5,754百万円
(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

棚卸資産は総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価しております。棚卸資産の正
味売却価額が帳簿価額を下回った場合は、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当該減少額を棚卸資産評価損として売
上原価に計上しております。また、回転期間が長期化した棚卸資産については、個別に売却可能性を検討した上で、直
近の使用実績に照らして帳簿価額を切り下げ、当該切り下げ額を棚卸資産評価損として売上原価に計上しております。

当事業年度における棚卸資産評価損の金額は430百万円であり、総資産に対する割合は0.59%であります。
なお、当該見積りには、将来の不確実な市場環境の変動等によって影響を受ける可能性があり、翌事業年度以降の計

算書類に重要な影響を与える場合があります。

（貸借対照表に関する注記）

（損益計算書に関する注記）

２．過年度法人税等
　　当社において、2022年11月期から2024年11月期までの課税年度の法人税等について東京国税局による税務調査を受け

た結果、過年度法人税等188百万円を計上しております。
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当 事 業 年 度
期 首 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数 摘　要

自己株式

普通株式 3,371,380株 833,903株 2,500,000株 1,705,283株 （注）1，2

合　　計 3,371,380株 833,903株 2,500,000株 1,705,283株

繰延税金資産
退職給付引当金損金算入限度超過額 674百万円
委託試験費損金不算入額 54
棚卸資産評価損 132
返品権付き販売 197
その他 247

繰延税金資産小計 1,304
評価性引当額 △20
繰延税金資産合計 1,284

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △41
その他有価証券評価差額金 △5,336
その他 △48

繰延税金負債合計 △5,425
繰延税金負債の純額 △4,141

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）1．普通株式の自己株式の株式数の減少2,500,000株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少でありま
　　　　  す。
　　　2．普通株式の自己株式の株式数の増加833,903株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加804,500株、
　　　  　所在不明株主の株式買い取りに伴う自己株式の取得による増加29,235株、および単元未満株式の買い取りによる
　　　　  増加168株であります。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および負債の発生原因別の主な内訳

－ 25 －



2026/01/23 13:48:46 / 25276363_北興化学工業株式会社_招集通知

個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 内 容 取 引 金 額

（ 百 万 円 ） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 北興産業
株式会社

所有
直接100％ 当社製品の販売

資金の預り
（注） ー

預り金 1,010
資金の返還 40

１．１株当たり純資産額 1,859円27銭
２．１株当たり当期純利益 169円45銭

     

（関連当事者との取引に関する注記）

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）資金の預りについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（収益認識に関する注記）
　収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）７．重要な収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（注）連結注記表、個別注記表に記載の金額および比率については、表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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